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There旦rereported the significance of diagnosis for enterprises and some results of旦
practical study for r昌tioof cost composition that is one item of diagnosis， in the Sanshu Tile 
producing district， Aichi prefectur自
'l. *'者 呈ぷ入員冊
対内的にはg:J;国の経済成長l乙対処しB 対外的には国際
原田競争lこ打勝って日本経済の問主的発展を達成するた
めに，生産性の向上を図ることは現下我国にとっては極
めて重要Jよ問題であり B 乙のためには企業の合理必，能
率のl目進を計ることが必要不可欠の要件である町国内的
にも国際的にも実力がはっきりあらわれ劣者は敗れ優者
が勝つ 真に優勝劣敗の決する時代を迎えつつあるので
ある.
生産性の向上，経営の合理化にたゆまざる努力を傾注
する企業2 これが発展の一途をたどるものと信ずる.こ
れ企業における適者生存の原則である (1) 
経営を合理化し，能率を向上するにはまず，具体的な
目擦を定め，その方向lこ企業を推進することが必要であ
る.
経営合理化は要するに安定した高水準の品質，又国内
舛を間わず，如何なる同業他社lこも負けない低コスト，
又確実に守られるところの納期，これが自由経済下にお
ける企業を支え，これを発展させるための絶対不可欠々
第 義的な条件であり 3 今や我が国企業は内外経営要因
よりしてその体質改善を要求されている.殊l乙我国が目
指す所の福祉平和国家の理想像(2)と対比する時，その要
求は極めて大なるものがある.
此のため近時企業診断が企業における各方面に論議せ
られて来た
然るに企業診断はその歴史が浅く漸く戦後lこ米英より
取り入れられたものであり，其の意義が必ずしも明確で
はない.
そこで其の意義応対し財務的技術的管理的等の個別的
見山よりで仕く， これらが有機的に結合された総合的見
地より検討すべきものである.
企業診断は往々対症医療的i乙利用され，又種々の臨床
的特殊目的から行なわれ，且つ3 しばしば部分的諸管理
につき，細密的l乙行われる.しかし経営が重恩lζ陥らぬ
内lこ症候を発見する保健的見地ないし健全成長の観点か
ら総括的，全搬的，かつ定期的l乙行う経常的企業診断が
特に重要である.
併し，本研究lこ於いては，企業診断の財務的分析の一
項目である原何の織成比率について，三州赤瓦産地l亡於
ける例をあげて技術的見地を加味した私見を述べんとす
るものである.
「註」
(1) 進化論は所謂，ダーウィンの進化論l乙始まるが，
之は経済社会l乙於ける原則でもある.
(2) 日本経済のピジョンについては日本経済未来像
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2. 企業診断の意義
企業診断とは，経営の活動について批判的並びに建設
的効果的判断を行うことであり，企業の企業力，生活
力，体質を解明，判定し，更に改善助長することであ
る.それは，企業事象の原因分析的な理論的認識とこれ
に基く未来的計画的政策的認識を含み，且つ，経営の分
析と綜合を内容とする.
即ち，その企業の美点と欠点，長所と短所，換言すれ
ば，その企業l乙於ける企業力を解明する園
即ち企業の良さ吾見出し，又その企業の弱点を発見
し，必要な処置とをとることである.
病理学や生理学が診療の前提となり，基礎となる様に
企業診断においても，経営学，経済学，経営工学理論が
応用される嗣
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あたかも医療において，当該患者の治療を行うには先
づ其如何なる疾病なるやを診断し，それに却して病源を
明らかにした上で治療策(めを講じる様に 3 企業診断で
はs 特定対象企業lこ即して，因果的原理を求め，これに
基づきつつ，将来の事象，条件変化を考慮して，政策計
画を立案し，その効果を予見することが肝要である.
即ち，企業診断は，当該経営の特殊性に即しつつ，経
営の内的外的な諸影響要因の変化について変りゆく経営
活動力，即ち企業力を， したがって企業目的達成力を，
総合的に判断する.その際未来的な面では予測しにくい
諸要因を考慮しなければならぬ点において，企業診断は
従来経営学理論上未解決の問題を含んでいる固
此の点，病理学に於ける先住症，現症を主として診断
する病理的診断学とは異なる.
現代資本主義社会に於ける企業経営の目的は，適正利
潤を得て永続的発展を計ることにあるから，企業の企業
力を一応抽象的な財務会計的数値について把握すること
ができる.
H住，ここで注意しなければならないことはあくまでも
比の際，その企業iと於ける技術水準がp 当該岡田企業に
於ける平均的技術水準以下であってはならないと云う技
術上の制約を条件とすることが肝要である (4)
これなくして財務的に如何に優秀であっても，老朽機
械の酷使による場合は判断の資料とすることが出来な
L、.
そこで企業診断が，経営の合理的な，総合的認識とな
るには 9 この方法として財務会計的数値を起点とし，終
点とする分析的認識的方法が適切である.
唯，従来の如き財務会計的数字では，企業経営を判断
する乙とはできない.
その数値はp あくまでも過去の財務数値でなく，生産
性会計数値を用いなければならない (5)
安定的適正利潤即ち，安定的適正企業収益性の如何
は，企業なる生活構造体における諸々の均衡関係の可否
を総活動に反映している.
故に企業診断に於し、ては 9 安定的適正収益性をJ構成す
る，収益性，安定性，未来性等の生産的財務均衡関係々
数について3 その変化の原因探求を相互関連的に行な
い，その企業力への諸影響要因に関する経営の処理と，
対応の適否を総合的に判断する固
而して，その結果，最終的には企業の財務的，体質の
改善，助長となって表われるのである.
財務的数値は企業改善の結果の表示にすぎないのであ
る.
従来ややもすれば，財務会計的措置に重点を置く傾向
が極めて強いが，今日の如く，技術投資が企業力を左右
する時代には，当該企業が一般的同業の，技術水準以上
であることを条件とした場合の財務比率を論義すべきで
あり，技術水準が同業他社に劣るときは問題外と云わな
ければならない.
従って企業診断の体系の見地から企業診断にはと述の
意味における生産性財務比率を用いることが合理的であ
る.
更に，企業診断の手続の観点からも企業の諸構造的均
衡関係測定分析，判断鑑定評価するための手がかれと，
矢張り上述の生産性財務比率なる技法ごと仮定として用い
るのが効果的である.
しかし，この比率による測定は，企業の合理的認識の
出発点にすぎず，比率の効用は専ら比率の解釈，解明，
判断を適切に行うか否かにかかっている.
企業診断では，生産性財務比率により示される財務構
造的均衡関係数値そのものが，決して決定的意義をもつ
ものではなく，この数値を手がかりとして9 抽象的な財
務構造的均衛関係を規定する諸々のより具体的な，経営
構造的均衛関係，経営要素的均衛関係p 経営管理的均衡
関係を把握J 解明3 判断するのである.
理論的仮定にすぎない抽象的財務比率で，具体的9 個
別的な均衡関係p 経営関係，管理関係の可否を即断する
のではなく，諸々の財務比率値を規定する二つの経営管
理的要因，即ち内部生産性と対外適応性を，分析，検討
した上で、最後に因果関係的に，比率値を評価し，経営管
理の効果判断を下すのである.
要するに，内部的p 外部的，又は短期的，長期的p 或
いは統制可能的，又は統制不可能な再々の要因に対処す
る具体的，現実的な，諸経営管理の当否が，最終的には
財務的な，安定的適正収益性，安全性の如何を表現する
のであるから，企業診断には技術水準を基礎とした財務
構造的均衡関係を示す比率を出発点とし，将来の財務比
率の予測に到達するのが合理的である
かくして企業診断は，技術水準を基礎とした財務比率
から出発し，財務比率の改善を目指すけれども，この比
率の大きさや変化の意義を企業経営の具体的現実に照ら
して適切に解釈した上で経験的熟練に基づき妥当適切な
判断を下すときにはじめて比率分析が企業診断手続き上
の効果的技法となりうる.
尚，比率の解釈評価lと当たり，標準対実際比較を行う
湯合lと，標準比率として単純な同業算術平均比率を用い
ることは妥当ではないー (6)
以とのように企業診断においては，批判的にも建設的
にもあらゆる企業影響要因を財務経済的見地に結びつけ
で考案することが肝要であるけれども近時は殊に経営技
術的又は固有技術的，或いは，人間関係的な見地から具
体的考察を行い，診断手続上，財務比率の他lζ，経営技
術的，固有技術的，人間関係的均衡関係指標をはじめ，
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種守の数値的又は非数値的分析方法ie用いる圃
しかしてそのような種々の技術的方法が合理的な総合
的経営認識方法となって安定的適正収益性，安全性の達
成l乙役立つのには，すべての具体的な経営問題，経営事
象を数値lとからませて視る方法を確立しなければならな
い.これが企業診断の根本的要件である.
企業診断においては9 経営管理構造の如何なる階層を
対象とし，経営のどの過程領域について， どの様な方式
で， どの様な要因をとり上げるにしても，それが総合的
な企業診断の部分をなすには前記の要件を取りあげるこ
とが肝要である園 (7)
企業診断の統一的目標は，経営上の諸問題を分析解明
把握し，これを最高管理の立場から総合的に現在及び，
将来の問題も含めて，検討判断解決することである.
経営の過程的文は職能的分野につき，専門的，分担的
lこなされるすべての部門別診断もすべてこの基本目標の
下に実施きれなければならない.
故に企業診断は本来最高管理者的職能であり，批判的，
顧問的，第三者lとより実施するのが適切で、ある
この伎な企業は管理構造上，階層的に，そして経営領
域上は関連的l乙， これを要するに総合的に，或いは合体
的l乙行われる.
又これは財務構造的管理的技術的な基準lこより体系的
lζ行なわれる.
さらに又これは長期，又は短期的lと行なわれる，(8) 
以上が企業診断の基本的特性をなすのであり，乙の特
質を完備するためには，企業診断が企業経営自体につい
て定期的に行なわなければならない.
かかる経常的定期的企業診断こそ企業診断の本質に最
も適せるものである.
経常診断では専ら財務的ないし，経営的，管理的p 技
術的な合理性を追求する唯物視観にとらわれることな
く，経営における技術及び近時は労働者不足のため特に
人間性，人間的要因を分析解明することが9 とりわけ肝
要である.
企業診断は経常的総合診断としてのみならず，その時
その時の必要から特殊の目的で臨時的部門別診断として
も行われる.
例えば，大規模の新設備投資計画を実施する場合，又
は実施後の効果を見る場合，又は労使交渉上の賃銀支払
能力判断として行われる場合等である.
しかし普通診断を実掬していれば，症候を早期lζ発見
出来るから，対症的診断の必要が少なくなり，また種廿
の部門別診断を容易に実行しうる.かくして企業診断の
本質は結聞これを普遍的総合診断に求めうるのであり，
その他企業診断は之をすべて普遍的総合診断を基本とし
て考察することがi古来るのである.
企業診断は一方対象企業の個性に即し，主体性を理解
しながら，他方客観性を堅持しなければならない.
かかる特色をもっ経営認識としての企業診断の方法は
一商科学的であると共l乙他面，実践的，現実的でなけ
ればならないことに注意することが肝要である.
「註」
(3) 診断学額田晋著 P.l~P.3
(引特許法第二九条第二項に「その発明の属する
技街の分野における通常の知識」すなわち技術上の
常識，換言すれば，技術水準と云うことがそのこと
である.
日佳.その技術水準は p 伺をもって測定尺度とする
かについては対象企業について具体的，個別的lζ論
究する必要がある a
(5) 生産性会計数値とは，例えば，従来の企業会計的
或いは，会計学的勘定科目によることなく，これを
生産性の寄与による分類，例えば，生産促進費運搬
費販売促進費等の如く分類する.
(6) 同一業種lとあっても企業形態，規慎，立地，業種，
顧客層などの相違を考慮する ζとは勿論，企業の基
本構想，政策，方式，技術などに於ける特殊性を勘
案する必要がある.尚，中小企業に於ける統計とし
ては，中小企業庁編，中小企業の経営指標と原価指
擦があるが9 実際企業に適用するときに可成り修正
することが必要である.
(7) 現在企業診断は各都道府県等金融機関，各種コン
サルタント団体等で実施しているが，何れの場合も
上述の点、を無視することは許されない.
(8) 企業診断は，一般に一週間前後を以って行ってい
る.これは病理学で云う診断と同様，診断を主とす
るからであり，診療を行う場合は，即ち，経営指導
を併用する場合は長期となる.
3. 三~'I'蹄瓦製造設備と作業
愛知県に於ける瓦の生産は約500~600年の歴史ととも
に良質且つ，豊富な原料粘土に恵まれ，加えて，その製
造技術の優秀きと水道の便と両々柏侯って，謂わゆる三
州瓦として広く全国にその名声奇博し，数量的lとも全国
第一位を誇っている.
更に近年現代建築様式lこ適合して赤瓦の生産も年々上
昇の一途を辿り，三州瓦の名声を一層大ならしめている
併し，最近における建築様式ないし建築資材の変貌l乙
伴う粘土瓦の需要の絶対量l乙対し，悲観的な予測をする
人も少くないので，ただ徒らに古い伝統と恵まれた立地
条件l乙甘んずることなく，粘土瓦の将来についても充分
な検討を加えねばならぬと考えられている.
当面の問題としては，粘土瓦の品質のrtu仁，コストの
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低減，市場開拓など種々の経営面における合理化の問題
を早急に解決せねばならぬ機運にせまられている園
本研究l乙於いては，綜合的見地より合理化への方途を
構ずる方向を示唆すべきことを目途としているけれど
も9 第一報として先づ，原価構成比率の検討により技術
的財務的改善点を見出すことを目的としている.
本調査は昭和37~39年の三ヶ年に亘り調査したもので
ある.以下調査概要を示すこととする.
(1) 設備及び作業の概況
機械設備は各工場とも最近の競争激イじによってそ
の必要性lこ迫まられ，追々高性能なものに移り変り
つつある.特に土線機の新設が多く，窯関係では従
来の単窯からトンネノレ窯への切換又は増設を行った
工場も全体の8.6%(9工場)あり，今後も楢加の傾
向が見受けられる.しかし設備全体をみると窯，成
形 p 乾燥工程など未だ近代化すべき点が多分lこ残さ
れている.工場建物は祖父伝来の古いものが多く，
明治以降大正年代にかけて建設されたものが目立っ
ているなど，総じて設備程度は悪く近代化すべき点
が少くないa
業界の設備機械，生産状況は次の通り.
設備状況
¥¥(1 台 |2 2(3 喜I(~ 書It~明| !103工場に|叩出(基)持 (基) t'* 1 (基) ;f~ 1 基) 持 ぷ口斗 口三r対する保有率対する
工場| 勿|工場| 銘|工場i必|工場| 必!工場| 必|工場1 必| 俗 | 必
卜子、ノレ 9 I 100 I -I I -I I -! I -I I 9 100 8.6 4.8 
100 96.0 95.2 
成形機 自 動 2 1 0，51 1 1 5.21 1 1 5.21 3 1 5.71 12 1 63.41 19 100 18.1 81.8 I 
普通 11 1.11 9110.11 28131.41 17119.11 341 38.3! 89 100 25.2 81.2 
単式:I ~~~ I -I 一 一 4 100 4.8 
土練機復式 11 100 一 一 一 1 100 9.5 1.2 
真空式 7;I 9-7.~ I 1 I 1.31 1 I 1.3 ー 75 100 71.5 94.0 
スト… 田 τ7.9!-4!-s.31-=-1-17f 100 72.3 
フレット 71100 一 一 7 100 6.7 
ロ ク ロ 1 1100 
トロンミ Jレ 1 7.1 4 28.5 5 I 35.8 
4ご の 他 8 1 4.45 7 1 39.0 2 11.0 
(2)焼成
トンネル窯は，赤瓦業界では 9工場が設備しており
何れも 1基だけ 2基以と保有の工場は 1工場のみで
ある 工場数にして約 8.6%殆んどの工場は単窯によ
る焼成をしている園単窯は一基のみの工場が全体の50
%を占め一番多く，次いで2ま保有は34.6%，3基8.9
%の1原となっており， 基だけの工場は多分lこ家族労
働的色彩が強いようである廃成技術は除々に!川上し
つつあり好ましいが，全般的lこは未だ低いようでパイ
ロメーター，炉圧計，ゼーゲJレを使用しているところ
は極く一部にすぎない.専ら色見と目視に頼ってい
る.従って，焼成温度曲線や日報をつけている工場は
殆んどない.
無作為lこ抽出した 9工場についての調査結果による
と窯焼回数は 1 ヶ月 1 基平均単~~t4.5回強でP 最少 3.5
固から最大6回までとなっているが実際には7回行う
ところもある.回数の多い工場では冷却時聞を可成縮
めている.
この状況はiたの通りで tちる
2 
l 100 9.5 
2 1 4.3 14 100 13.4 
1 5.5 18 100 17.2 
(3)成形
成形設備の大部分は普通成~三機(フリクションプ
レス)で， 85.2%を占めている.自動成形機は 18.1
:?6iこすぎないー普通J即削除は設備状況表の如く 1工
場5台持ちが工場数lこして34件38.3%でトップ，次
いで3台持ち28工場31.4%，4台持ち17工場19.1C弘
1 台しかもってい必い工場 1 件1.1~援となっている，
何れもフリクションプレスで，その性能は余り良く
ない.従って生産性は低い目今後は迫々自動成形機
lζ移行する状勢にあって，これは生産性向上の見地
から当然と言えよう園
作業は2人作業で， 1人はプレス他の1人は形の
調主主と運扱[こ従事しているが，多くは夫婦家族で組
を形成している.
成形は;多分l己労ブJを安ずる作業でゐり， この軽減
には能率向上と併せて作業方法の改善が必要である，
成形機の稼動率は平均5396(40%~70%の範囲)で
低いが， これは作業者が他lこ乾燥作業ごと兼務してい
るからであってこのj互にも問題点を包枇してし、る
焼 成
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言潤 査
-----旦翌三| a b c d e f g h 1 
10，O2O基O枚入 8，000枚 7，000枚 8，000枚 10，000枚
窯の大きさ数 43，O基00枚
9，000枚 1基 10，000枚 6，000枚 1基 12，000枚 1基
78mトンネル 2基 10，000枚 3基 1基 10，000枚 2基 12，000枚
1基 1基 2基 1基 1基
口の数 l宅建?|ITG 14個 114弘)|ii衝撃| 12個 12個 16個トンネル個 個
燃 料|語 A 重富|石 炭|石 炭
温度吋無|有 (3吋 (2台)Iナ シ|ナ シ|夏判ナ シ|有(2台〉同(1台)| 使用
1，100 110011080~| 1，150 11跡 11050~| 1，150 ，LVV I 1，100 1，160 I 1，100 
4，0∞枚
窯 24H
焼成時間 25H 8，000枚 25~26H 25~26H 27~28H 24H 27H 28H 28H 
窯~28
~30H 
ナ 三ノ
ガ(ス×分は析未実の実施施~I × × × × × × × × × 
14kgj~ 15kgj~ 15kgj~ 1~~n'l いケツれているか 20% 1% 釜  釜  釜訟でい l同釜分自。 。 。 。 。 。 。 。 。(0は〕
× × × × × × × × × (xは未使用)
1ヶ月間数 |(fA卜山窯 17咋 I16窯強| 12窯 12窯 9窯
1ヶ月 1基 I(t 窯| 4窯 4窯 6窯 4.5窯平均窯焼数 トンネル)
ア
シ|ナシ!アリ|ナ
シ
(4)土練
土練作業は，殆んど大部分の工場が真空式土線機
1781'¥ を設備しており，機械総台数では94~ぢ l一芸l を占¥83口/
めている.
単式土練機は4台，複式はわずか1台をもってい
るのみであり，土練機については近代化は可成り進
んでいる.真空式は大型 (25HP)中型 (15HP)が
多く，小型は比較的少ないが稼動状況をみると次表
の如く，相当のバラツキがあり，平均稼動率は62~ち
となっている.今少し稼動率を高めて機械の有効利
稼 動
e f 
50 
h 
45 33 
ζ 二一-
__ 主雪空 I a 
稼動率(%)I防
?
???
?
???
?
??
?
用を図るべきであろう.
ζれにより各工場は資金的にかなり有利となろ
う. (土練機能力は1時間約1200枚，実績は平均740
枚余である)
土置場は，粘土別K判然と区分しているところは
極く一部の外殆んどなく，入荷毎l乙積み重ね又は大
体の見当で区別されているにすぎない.土掻剖乍業
は人力でなされ，土練機までの運搬はベルトコンベ
ア{が多く使用されるようになった.しかし一部に
は昔ながらの竹箕で運んでいると ζろも若干ある.
率 表
g 
95 85 
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粘土瓦製造工程図
又は
食塩粕瓦(赤瓦)
1050・C'-
1150'C' 
成|焼成後食
塩焚き倒
稲式単独窯
(5) 乾燥は天日乾燥と人工乾燥に分れるが，全工場と
も両方法を採っている.成形品は天日乾燥(夏は平
均2日冬は平均4臼)後窯上の2階乾燥場(人工)
で再度乾燥されたのち焼成にかけられるが乾燥度は
すべて「勘」で計られている.天日の場合は天候lζ
左右されるので計画生産の実施はむづかしい.その
点人工乾燥は，窯の余熱を利用するため比較的良い
が，それでも若干は天候に左右される.
温度計，湿度計などを設備している工場は少ない.
乾燥面積は天日で狭くて 150坪広い所では2000坪又
はそれ以上を有し，場所は 2~5 ケ所位に分散して
f由 瓦
l倉庫|
1050'C'-
1150'C' 
(7リット糊)
1200'C'-
1300'C' 
(長石秘)
倒稲式単独窯
登窯
トンネル窯
いる.殆んどが平面一段乾燥で，工場建物への立て
かけ式と併用している圃
人工乾燥能力は窯数lとより面積が決り限定される
が乾燥の能力(枚数)としては大体均衡がとれてい
る.中には能力以下のところもあるが生地の並べ
方，おき方によって，乾燥能力は可成り増加され得
る.焼成後の放熱、を利用することは効果が非常に大
きいので充分研究し実施すべきで問題である.
4 トンネル窯と単窯との原価構成比率の比較
一般lこトンネル窯による焼成は単窯lこ上じしてはるかに
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トンネノレ窯と単窯との比較表(%)
トンネノレ窯
( 8企業)
手リ 五ナL七
(7.7) 
材 lO 費
(23.3) 
燃料費
(18.0) 
買入部品費 (4.5)
外注加工費 L3.4)
労務費
(18.1) 
工場経費
11. 0) 
一般管理
販売費
(14.0) 
『 ー
単 窯
( 37企業)
利 AナセL 
(8.3) 
材料費
(19.5) 
燃料費
(26.5) 
買入部品費 (2.2)
て外注加工費 (0.9)
労務費
(19.5) 
工場経費
(1.7) 
一般管理
販売費
(11.4) 
コストが安いと言われているが，精密調査を行った45企
業について分類集計した結果は上表の如くになる.即ち
今回の調査では一般的な憶測を裏切って単窯の方の売上
利益率が高くなった.
即ちトンネル窯は重油焼成により燃料費が著しく節減
出来るが，労務費は売上に対して 1%余りの節約lζ止ま
り材料費，一般管理費9 販売費が大巾に増大している.
一般管理費の塘大はトンネル窯工場の経営規模が比較
的大きし管理費や償却費の増大等があり一応了解出来
るが，材料費の増大は意外である.
唯労働生産性は単窯よりトンネル窯の方が遥かに高
し、.
以上については損益計算書に信窓性を欠く面が多く，
また芳その採取期間もまちまちであったため，一概には
論じられないが，総じて製瓦業ではトンネル窯は必ずし
も無条件に有利とは考えられない.
以上各企業の調査により原価構成比率をみるに材料燃
料費は同じトンネル窯 8 企業中最底 33.6%，最大49~ちと
15.4%の差があり，又更に単窯37企業についてみると，
最底26園9%，最高49.9%と23%の差が見られた.
トンネJレ窯，単窯による瓦の製造と言う向種工程，同
種製品，製造l乙於いても原価構成比率は以上の通りの差
異が認められる.
この原因とする所は
(1) 原材料費の購買条件の相違
(2) 技術水準の相違
(3) 外注費の大小
(4) 設備の良否
(5) 労働者の量，質の相違
(6) 労働条件の艮否
(7) 企業規模と操業度の差異
(8) 自己資本，他人資本の大小
(9) 販売形態の相違
同経営の企業力の栢違
等i乙見ることが出来る.
今その原因の一つである製品の品質について見るに，
次の様である.
5.製品の品質
製品の等級別結果は次図の如く重量又は個数別にみる
と1級品は46弘 2級品32%，3級品15%，不良7%で
1級品は半分にも充たない. 1級品の比率は少くも6096
を目標l乙進みたいー不良品又は 2，3級品の原因は変形
変色48.6%ワレ22%貫入(クラック)3.9%キズ3.6%そ
の他 21.9%で変形変色が半分近くを占めている.
成形不良，即ちプレス成形後窯詰までの聞に破損，キ
レなどにより生地の不良となったものは3 平均4.4%と
なっている.工場lとより不良率は可成り異なり範囲は通
常1%~10必であるが中には20%という工場もある.成
形不良は還元すれば土の再使用が可能であるので案外無
関心でいる工場が多いが工数的にみると大きなロスに伝
るので今一段の再認識が必要である.
l最大|最
成形不良 I 10% I 
小|平均
ωI 4物
その他の要因については今回は割愛し，次回の研究lこ
譲り度い.
等級別比率(個数) 不良原因別比率
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等級別最大最小表
I 1 級 I2 級 I3 級|不良
最 大 I70防 I50協 I44務 I2防
最 小 I23.3 Iω| 
平 均 I46 I 32 I 15 I 7 
技術的にみた不良原因
変 形焼きすぎ，土の密度の不揃い，荷重のかか
り過ぎ，乾燥不十分
変 色焼成ガスの雰囲気が悪い，温度の高すぎ低
すぎ
割(ワレ〉 乾燥不十分，焼成カーブの不適当，冷却不
適当，成形不良，原土不良
キ ズ窯詰，窯出操作上のミス
その他異物の混入
結 語
以上企業診断の意義についてささやかな私見を述べた
のであるが，要するに企業診断は企業の過去，現在，及
び将来の長所，短所，美点，欠点，を分析，解明し，現
在及び将来の企業の収益性，安全性，をもたらす所にそ
の意義がある.然かも当該企業のおかれている技術の一
般水準がその条件として論ぜられなければならない点を
強調したい.
更に企業診断技術は殊に実銭的傾向が強いので，実体
調査，学問的理論の有機的結合に倹つ所が多い.
かかる見地に立って三州瓦産地の原価構成比率を各企
業について検討した結果，同種製品を同種設備で製造し
ている企業に於いても大きく差異のある ζ とが認められ
た.その原因は多々あるが，製品の品質，技術水準も大
きな影響のあることが認められることを実証することが
出来た.即ち同穣製品を同種設備で生産している企業に
おいて原価構成比率が異なること，而してこの原価構成
の相違を来す前記原因を検討する ζとにより，品質，価
格，納期の三者について三州瓦の製造企業の理想的原価
構成はかくあるべしと言う数値が見出し得るものであ
る.
又理想的原価構成比率より逆に改善すべき諸条件を追
求することが出来るものである.
本研究は原価構成比率相違のー原因たる技術水準の相
違の一端を論じたのみで極めて未完のものであるが，取
敢えず第一報として報告するものである.
